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再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道34号 武雄バイパス 区分 主体 九州地方整備局
た け お

起終点 自：佐賀県武雄市北方町大字大崎 延長
た け お し きたかたちょうおおあざおおさき

至：佐賀県武雄市武雄町武雄 6.3km
た け お し たけおちょう た け お

事業概要

武雄バイパスは、武雄市街地の通過交通を排除し、沿線地域の交通環境の改善等を目的とする事業であ

る。

Ｓ49年度事業化 Ｓ55年度都市計画決定 Ｓ55年度用地着手 Ｓ57年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約210億円 事業進捗率 80％ 供用済延長 4.9km

計画交通量 13,200～28,300台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 43/420億円 117/981億円 平成24年(事業全体)

走行時間短縮便益:104/874億円2.3 事 業 費： 36/381億円

走行経費減少便益:8.4/ 82億円(残事業) 維持管理費：7.0/ 39億円

交通事故減少便益:4.9/ 25億円2.7

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=2.1～2.6（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=2.4～3.0（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=2.3～2.4（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.5～3.0（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=2.3～2.3（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.6～2.9（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・並行する国道34号現道交通の転換による交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②医療施設までのアクセス改善

・第二次救急医療施設（新武雄病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

③生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

④安全な生活環境の確保

・並行する国道34号及び既供用区間における交通死傷事故発生件数減少への貢献に期待

関係する地方公共団体等の意見

江北町、大町町、旧北方町（現武雄市）で構成される国道34号（江北町・大町町・北方町間）バイパス

建設促進期成会（会長：大町町長）等により早期整備の要望を受けている （平成27年10月）。

県の意見：

整備を強く望んでいるところであり、継続することについては、異議ありません。

佐賀県では、地域や産業の活性化のため、地域間の移動時間や距離を短縮するとともに、予定している

時間どおりに移動・輸送できるよう幹線道路の整備を進めている。

国道３４号（武雄バイパス）は、事業中区間約１．４㎞区間と並行する現道に主要渋滞箇所が存在し旅

行速度が著しく低下している区間である。当該整備事業は、交通渋滞の緩和、交通安全性の向上、東西方

向の物流の促進を目的としており、佐賀県の施策にも寄与することから、整備を進めて頂きたい。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は佐賀県及び九州全体よりも多

い。並行する国道34号現道の交通量は横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和49年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率80%（平成27年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成29年度：事業中区間（起点部） 延長1.4km（2/4）開通予定

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道497号 唐津伊万里道路 区分 主体 九州地方整備局
か ら つ い ま り

起終点 自：佐賀県唐津市原 延長
か ら つ し はる

至：佐賀県伊万里市南波多町府招 18.1km
い ま り し みなみはたちょうふまねき

事業概要

唐津伊万里道路は、西九州自動車道の一部を形成する高規格幹線道路であり、地域間の連携を図り、地

域の活性化や物流の効率化に寄与するとともに、国道202号の災害時における代替路線としての機能確保を

目的とした事業である。

Ｈ4年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ10年度用地着手 Ｈ14年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約922億円 事業進捗率 66％ 供用済延長 12.8km

計画交通量 18,600～23,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 254/1,075億円 975/1,683億円 平成27年(事業全体)

797/1,329億円1.6 事 業 費：223/1,000億円 走行時間短縮便益:

108/ 220億円(残事業) 維持管理費： 31/ 75億円 走行経費減少便益:

71/ 134億円3.8 交通事故減少便益:

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～1.7（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=3.6～4.2（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=1.5～1.6（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=3.5～4.2（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.5～1.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C=3.6～4.0（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・沿線各都市間の所要時間短縮等により九州北西部の地域経済の活性化、高速定時性の確保に大きく貢献

②地域産業支援・物流効率化

・輸送時間の短縮や定時性の向上により、地域ブランド品としての価値の向上や地域産業を支援

③災害に強いネットワークの構築

・並行現道である国道202号の災害時における代替路としての機能を確保

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（唐津赤十字病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見
唐津市・伊万里市をはじめとする8市4町で構成される①西九州自動車道建設促進期成会（会長：伊万里
市長 、西九州自動車道の沿線3県や福岡市及び関係道路管理団体（各県道路公社・西日本高速道路(株)））
で構成される②西九州自動車道建設推進協議会（会長：長崎県知事）等により早期整備の要望を受けてい
る （①平成27年11月、②平成27年8月）。
県の意見：
整備を強く望んでいるところであり、継続することについては、異議ありません。
小さな都市が分散している当県において、地域や産業の活性化のためには、広域的な幹線道路ネットワ
ークの整備が不可欠と考えており、西九州自動車道、有明海沿岸道路、佐賀唐津道路、国道４９８号の４
つの幹線道路の整備を重点項目に掲げて、最優先に取り組んでいる。
西九州自動車道は、福岡県から唐津市・伊万里市を結ぶ重要な道路と認識しており、伊万里港では、２
０１４年にコンテナ取扱量が過去最多を記録した。
この背景には、西九州自動車道が大きく寄与していると考えており、唐津伊万里道路が整備促進される
ことにより、さらなる人・物の交流が促進されると期待していることから、整備を進めて頂きたい。
事業費の変更はやむを得ないものの、今後ともコスト縮減に努めて頂きたい。
事業評価監視委員会の意見
審議の結果、事業継続。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の製造品出荷額は佐賀県や九州全体より高い。開通区間を含む断
面交通量は増加傾向。
事業の進捗状況、残事業の内容等
平成4年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率66%（平成27年3月末時点）
平成23年度：唐津IC～唐津千々賀山田IC間 延長4.5km（2/4）部分開通

から つ から つ ち ち か やま だ

平成24年度：唐津千々賀山田IC～北波多IC間 延長3.5km（2/4）部分開通
から つ ち ち か やま だ きた は た

平成26年度：北波多IC～南波多谷口IC間 延長4.8km（2/4）部分開通
きた は た みなみ は た たに ぐち

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。
平成29年度：南波多谷口IC～伊万里東IC間 延長5.3km（2/4）開通予定

みなみ は た たに ぐち い ま り ひがし

施設の構造や工法の変更等
・法面対策の追加 【約 25億円増】
・土質変化に伴う岩掘削方法の見直し【約 14億円増】
・土砂運搬計画の見直し 【約 7億円増】
・補強土壁の壁面パネル大型化 【約0.6億円減】
対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道497号 伊万里道路 区分 主体 九州地方整備局
い ま り

起終点 自：佐賀県伊万里市南波多町府招 延長
い ま り し みなみはたちょうふまねき

至：佐賀県伊万里市東山代町長浜 6.6km
い ま り し ひがしやましろちょうながはま

事業概要

伊万里道路は、西九州自動車道の一部を形成する高規格幹線道路であり、地域間の連携を図り、地域の
活性化や物流の効率化に寄与するとともに、国道202号の災害時における代替路線としての機能確保を目的
とした事業である。

Ｈ7年度事業化 Ｈ18年度都市計画決定 Ｈ22年度用地着手 Ｈ－年度工事着手
（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約249億円 事業進捗率 12％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 19,100～21,100台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 190/232億円 472/472億円 平成27年(事業全体)

走行時間短縮便益:336/336億円2.0 事 業 費：168/210億円

走行経費減少便益: 75/ 75億円(残事業) 維持管理費： 22/ 22億円

交通事故減少便益: 61/ 61億円2.5

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.9～2.2（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=2.3～2.7（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=1.9～2.2（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.3～2.7（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.8～2.2（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.2～2.7（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・沿線各都市間の所要時間短縮等により九州北西部の地域経済の活性化、高速定時性の確保に大きく貢献

②物流効率化

・輸送時間の短縮に伴う輸送コストの低減など物流効率化を支援

③災害に強いネットワークの構築

・並行現道である国道202号の災害時における代替路としての機能を確保

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設(唐津赤十字病院)への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

⑥安全な生活環境の確保

・並行する国道202号における交通事故件数減少への貢献に期待



関係する地方公共団体等の意見

唐津市・伊万里市をはじめとする8市4町で構成される①西九州自動車道建設促進期成会(会長：伊万里市

長)、西九州自動車道の沿線3県や福岡市及び関係道路管理団体(各県道路公社・西日本高速道路(株))で構

成される②西九州自動車道建設推進協議会(会長：長崎県知事)等により早期整備の要望を受けている。

（①平成27年8月、②平成27年8月）

県の意見：

整備を強く望んでいるところであり、継続することについては、異議ありません。

小さな都市が分散している当県において、地域や産業の活性化のためには、広域的な幹線道路ネットワ

ークの整備が不可欠と考えており、西九州自動車道、有明海沿岸道路、佐賀唐津道路、国道４９８号の４

つの幹線道路の整備を重点項目に掲げて、最優先に取り組んでいる。

西九州自動車道は、福岡県から唐津市・伊万里市を結ぶ重要な道路と認識しており、伊万里港では、２

０１４年にコンテナ取扱量が過去最多を記録した。この背景には、西九州自動車道が大きく寄与している

と感じており、伊万里道路が整備促進されることにより、さらなる人・物の交流が促進されると期待して

いることから、整備を進めて頂きたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

。 。沿線地域の人口は減少傾向 沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は佐賀県及び九州全体より多い

国道202号の交通量は増加傾向。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成7年度に事業化、用地進捗率37%、事業進捗率12%（平成27年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

区分 主体 九州地方整備局一般国道497号 伊万里松浦道路
い ま り まつうら

起終点 自：佐賀県伊万里市東山代町長浜 延長
い ま り し ひがしやましろちょうながはま

至：長崎県松浦市志佐町 17.2km
まつうら し し さ ちょう

事業概要

伊万里松浦道路は、西九州自動車道の一部を形成する高規格幹線道路であり、九州北西部の広域的な連

携を図り、地域活性化や観光の支援等を目的とした事業である。

Ｈ9年度事業化 Ｈ17年度都市計画決定 Ｈ19年度用地着手 Ｈ20年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約712億円 事業進捗率 46％ 供用済延長 5.5km

計画交通量 8,300～12,900台/日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 293/699億円 836/904億円 平成27年(事業全体)

億円1.3 事 業 費：265/652億円 走行時間短縮便益：659/ 712

億円(残事業) 維持管理費： 28/ 47億円 走行経費減少便益：126/ 134

億円2.9 交通事故減少便益： 52/ 58

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.2～1.4（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=2.6～3.1（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=1.2～1.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.6～3.1（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.3～1.4（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.7～3.1（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・沿線各都市間の所要時間短縮等により九州北西部の地域経済の活性化、高速定時性の確保に大きく貢献

②観光産業の支援

・観光施設へのアクセスが向上し、沿線地域の観光産業の活性化を支援

③地域産業の支援

・輸送時間の短縮や荷傷み軽減により、市場価格の更なる向上や取扱量の増加が見込まれ、地域産業の活

性化に寄与

④医療施設までのアクセス改善

・第二次救急医療施設（山元記念病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見
唐津市・伊万里市をはじめとする8市4町で構成される①西九州自動車道建設促進期成会（会長：伊万里
市長 、西九州自動車道の沿線3県や福岡市及び関係道路管理団体（各県道路公社・西日本高速道路(株)））
で構成される②西九州自動車道建設推進協議会（会長：長崎県知事）等により早期整備の要望を受けてい
る （①平成27年11月、②平成27年8月）。
県の意見：
（佐賀県）
整備を強く望んでいるところであり、継続することについては、異議ありません。
小さな都市が分散している当県において、地域や産業の活性化のためには、広域的な幹線道路ネットワ
ークの整備が不可欠と考えており、西九州自動車道、有明海沿岸道路、佐賀唐津道路、国道４９８号の４
つの幹線道路の整備を重点項目に掲げて、最優先に取り組んでいる。西九州自動車道は、福岡県から唐津
市・伊万里市を結ぶ重要な道路と認識しており、伊万里港では、２０１４年にコンテナ取扱量が過去最多
を記録した。
この背景には、西九州自動車道が大きく寄与していると考えており、伊万里松浦道路が整備促進される
ことにより、さらなる人・物の交流が促進されると期待していることから、整備を進めて頂きたい。
事業費の変更はやむを得ないものの、今後ともコスト縮減に努めて頂きたい。
（長崎県）
伊万里松浦道路については、西九州自動車道の一部を形成し、九州北西部の広域的な連携を図り、地域
活性化や観光の支援に寄与するものであります。
本県においては、西九州自動車道の整備が進むにつれ、松浦地域の民泊の急増や新たな産業の創出等の

、 、 。効果が現れてきており そのストック効果を最大限発揮するためには 早期整備が必要と考えております
このため 「対応方針（原案 」のとおり、事業継続をお願い致します。、 ）
なお、長崎県側の今福IC～松浦IC間については、用地買収も完了していることから、地域活性化に弾み
をつけるためにも、一日も早い完成と必要な予算の確保について併せてお願い致します。
事業評価監視委員会の意見
審議の結果、事業継続。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
沿線地域の人口は減少傾向。長崎県と福岡県の交流人口及び沿線地域の観光客数は増加傾向。開通区間
を含む断面交通量は増加傾向。
事業の進捗状況、残事業の内容等
平成9年度に事業化、用地進捗率58%、事業進捗率46%（平成27年3月末時点）
平成26年度：山代久原IC～今福IC間 延長5.5km（2/2）部分開通

やましろくばら いまふく

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成29年度：今福IC～調川IC間 延長2.6km（2/2）開通予定
いまふく つきのかわ

平成30年度：調川IC～松浦IC間 延長2.2km（2/2）開通予定
つきのかわ まつうら

施設の構造や工法の変更等
・トンネル工事費の見直し 【約36億円増】
・補強土壁の壁面パネル大型化【約 1億円減】
対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道57号 滝室坂道路 区分 主体 九州地方整備局
たきむろざか

起終点 自：熊本県阿蘇市波野大字小地野 延長
あ そ し なみの おおあざ しょう ち の

至：熊本県阿蘇市一の宮町坂梨 6.3km
あ そ し いち みや まちさかなし

事業概要

国道57号滝室坂道路は、地域高規格道路｢中九州横断道路｣の一部を形成し、災害発生時の代替路確保、

走行性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ25年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ－年度用地着手 Ｈ－年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約230億円 事業進捗率 1％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 6,400台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 - /187億円 - /281億円 平成24年(事業全体)

走行時間短縮便益: - /209億円1.5 事 業 費：- /181億円

走行経費減少便益: - / 54億円(残事業) 維持管理費：- /6.1億円

交通事故減少便益: - / 18億円―

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.4～1.6（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C= - ～ -（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=1.4～1.7（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C= - ～ -（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.4～1.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C= - ～ -（事業期間±20%）

事業の効果等

①災害に強いネットワークの構築

・災害時における代替路を確保し、災害に強いネットワークを形成

②交通安全性の向上

・線形不良箇所及び路面凍結の回避が可能となり、走行性向上及び交通安全性が向上

③生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

④観光産業の支援

・観光施設へのアクセスが向上し、沿線地域の観光産業の活性化を支援

関係する地方公共団体等の意見

合志市、阿蘇市等で構成される①中九州・地域高規格道路推進期成会（会長：合志市長 、②中九州・地）

域高規格道路促進期成会（会長：阿蘇市長）により早期整備の要望を受けている。

（①平成27年6月、②平成27年11月）

県の意見：

一般国道57号滝室坂道路に関する国の｢対応方針（原案）｣案については、異存ありません。

本路線は、中九州横断道路の一部となり、熊本県と大分県が結ばれることで、観光面、産業面など多く

のストック効果が見込まれる路線です。さらには、南海トラフ地震などの大規模災害時には、｢命の道｣に

もなる道路でもあります。

以上のことから、本県としては、早期の全線の完成供用を切望しており、一日でも早い工事着工をお願

いします。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は熊本県及び九州全体よりも多

い。国道57号現道の交通量は横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成25年度に新規事業化、用地進捗率0%、事業進捗率1%（平成27年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道57号 立野拡幅 区分 主体 九州地方整備局
たての

起終点 自：熊本県阿蘇郡南阿蘇村赤瀬 延長
あ そ ぐんみなみ あ そ むら あか せ

至：熊本県菊池郡大津町瀬田 6.0km
きく ち ぐん おお づ まち せ た

事業概要

国道57号立野拡幅は、交通渋滞の緩和、地域の観光振興、交流・連携支援を目的とした事業である。

Ｓ52年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｓ54年度用地着手 Ｓ57年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約178億円 事業進捗率 92％ 供用済延長 5.1km

計画交通量 21,100～25,600台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 41/235億円 160/359億円 平成24年(事業全体)

159/ 344億円1.5 事 業 費： 35/215億円 走行時間短縮便益:

-2.5/ 6.0億円(残事業) 維持管理費：6.4/ 19億円 走行経費減少便益:

3.8/ 9.0億円3.9 交通事故減少便益:

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.3～1.8（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=3.3～4.3（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=1.5～1.6（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=3.6～4.2（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.5～1.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C=3.8～4.0（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道57号の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②医療施設までのアクセス改善

・第二次救急医療施設（熊本セントラル病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の

向上

③生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

④観光産業の支援

・観光施設へのアクセスが向上し、沿線地域の観光産業の活性化を支援

関係する地方公共団体等の意見

大津町、南阿蘇村等で構成される国道57号整備促進期成会(会長：大津町長)により早期整備の要望を受

けている。(平成27年11月)

県の意見：

一般国道57号立野拡幅に関する国の｢対応方針（原案）｣案については、異存ありません。

本路線は、国際観光拠点である｢阿蘇｣地域と熊本市を結び、観光、産業など地域経済を支える大動脈と

なっています。

平成27年3月に、立野拡幅と隣接する瀬田拡幅の合わせて約2.5km区間が開通したことにより、一部の区

間で渋滞が緩和されるなど、ストック効果が発現しています。

以上のことから、本県としては、一日も早い全線の完成供用を切望しており、今後とも、なお一層の整

備推進をお願いします。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は増加傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は熊本県及び九州全体よりも多

い。国道57号現道の交通量は横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和52年度に事業化、用地進捗率95%、事業進捗率92%(平成27年3月末時点)

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道10号 都 城道路 区分 主体 九州地方整備局
みやこのじょう

起終点 自：宮崎県都城市乙房町 延長
みやこのじょうしおとぼうちょう

至：宮崎県都城市五十町 7.7km
みやこのじょうしご じ っ ち ょ う

事業概要

都城道路は、地域高規格道路「都城志布志道路」の一部として、都城IC～志布志港を結ぶ広域ネットワ

ークを形成するとともに、都城市街地の交通混雑緩和等を目的とした事業である。

Ｈ12年度事業化 Ｈ11年度都市計画決定 Ｈ13年度用地着手 Ｈ18年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約356億円 事業進捗率 48％ 供用済延長 1.9km

計画交通量 25,400～36,100台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 161/383億円 806/919億円 平成27年(事業全体)

走行時間短縮便益： / 億円2.4 事 業 費：135/350億円 554 638

走行経費減少便益： / 億円(残事業) 維持管理費： 26/ 33億円 153 171

交通事故減少便益： / 億円5.0 99 109

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=2.2～2.6（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=4.5～5.5（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=2.3～2.5（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=4.6～5.5（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=2.2～2.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C=4.6～5.4（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・志布志港（国際バルク戦略港湾）とのアクセス性が向上し、円滑な輸送を確保

②交通混雑の緩和

・国道10号現道交通の転換による交通混雑緩和及び旅行速度の向上

③交通安全性の向上

・国道10号現道交通の転換により、交通混雑が緩和され、交通安全性が向上

④医療施設までのアクセス改善

・第二次救急医療施設（都城市郡医師会病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の

向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見

都城市をはじめとする関係首長及び議会議長等で構成される都城志布志道路建設促進協議会（会長：都

城市長）等により早期整備の要望を受けている （平成27年11月）。

県の意見：

都城道路につきましては、九州縦貫自動車道宮崎線都城ＩＣと国際バルク戦略港湾志布志港を連結する

地域高規格道路都城志布志道路として広域ネットワークを形成し、南九州圏域の経済や地域の活性化など

に大きな役割を果たす重要な道路であります。

また、都城市街地の交通混雑の緩和や沿道環境の改善、交通安全性の向上にも寄与する大切な道路でも

あります。

さらに、大規模災害時や異常気象時における人命救助や物資の輸送を担う機能も有しており、防災や医

療の道としても非常に大きな役割を担う道路として、地域住民からも早期整備を求める要望がなされてい

ることから 「対応方針（原案 」の「継続」について異論はなく、早期供用に向けて一層の整備推進をお、 ）

願いします。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は宮崎県及び九州全体よりも多

い。国道10号現道の交通量は増加傾向。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成12年度に事業化、用地進捗率82%、事業進捗率48%（平成27年3月末時点）

平成23年度：平塚IC～五十町IC間 延長1.9km（2/4）部分開通
ひらつか ごじゅっちょう

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成30年度：南横市IC～平塚IC間 延長2.8km（2/4）開通予定
みなみよこいち ひらつか

施設の構造や工法の変更等

・盛土材の改良 【約 6億円増】

・函渠工基礎構造の変更【約 6億円増】

・土砂運搬計画の見直し【約12億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道10号 白浜拡幅 区分 主体 九州地方整備局
しらはま

起終点 自：鹿児島県姶良市脇元 延長
あいら し わきもと

至：鹿児島県鹿児島市吉野町字上ノ村 7.3km
か ご し ま しよしのちょう うえのむら

事業概要

白浜拡幅は、国道10号の交通混雑の緩和や交通安全性の向上を目的とした事業である。

Ｈ19年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ22年度用地着手 Ｈ25年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約120億円 事業進捗率 7％ 供用済延長 3.6km

計画交通量 25,600～41,600台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 89/103億円 174/193億円 平成27年(事業全体)

149/166億円1.9 事 業 費： 82/ 95億円 走行時間短縮便益：

/ 25億円(残事業) 維持管理費：7.1/7.5億円 走行経費減少便益： 23

2.5/2.9億円2.0 交通事故減少便益：

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～2.2（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=1.6～2.3（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=1.7～2.0（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.8～2.2（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.7～2.1（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.8～2.1（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道10号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道10号現道の交通死傷事故発生件数の減少

③医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（鹿児島市立病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

④災害時の移動経路確保

・特殊通行規制区間の回避による安全性向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

鹿児島県議会議員で構成される鹿児島県議会国道10号整備促進議員連盟により早期整備の要望を受けて

いる （平成27年11月）。

県の意見：

「対応方針（原案 」案の「継続」については、異存ありません。）

国道１０号は、鹿児島市と霧島市等を結ぶ幹線道路であり、産業・観光の振興や地域の発展に寄与する

重要な道路と認識しています。

本事業により、交通混雑の緩和、交通安全性の向上等が図られることから、事業が着実に実施できるよ

う、所要の予算の確保をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は横這い。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は横這い。国道10号現道の交通量

は近年横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成19年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率7%（平成27年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成27年度：大崎地区 延長0.3km（4/4）部分開通予定
おおさき

施設の構造や工法の変更等

・護岸構造の見直し 【約53億円増】

・地層の変化に伴う護岸基礎の変更【約10億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道10号 鹿児島北バイパス 区分 主体 九州地方整備局
か ご し まきた

起終点 自：鹿児島県鹿児島市吉野町花倉 延長
か ご し ま しよしのちょう け くら

至：鹿児島県鹿児島市小川町 5.3km
か ご し ま し お がわちょう

事業概要

鹿児島北バイパスは、国道10号の交通混雑の緩和や交通安全性の向上を目的とした事業である。

Ｓ50年度事業化 Ｓ56年度都市計画決定 Ｓ56年度用地着手 Ｈ4年度工事着手

（Ｈ27年度変更）

全体事業費 約475億円 事業進捗率 19％ 供用済延長 1.2km

計画交通量 38,200～38,700台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 265/436億円 403/1,192億円 平成27年(事業全体)

371/1,034億円2.7 事 業 費：254/420億円 走行時間短縮便益：

/ 130億円(残事業) 維持管理費： 12/ 16億円 走行経費減少便益： 22

10/ 28億円1.5 交通事故減少便益：

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=2.5～2.9（交通量 ±10% 【残事業】交通量 ：B/C=1.3～1.7（交通量 ±10%））

事業費 ：B/C=2.6～2.9（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.4～1.7（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=2.6～2.8（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.3～1.7（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道10号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道10号現道の交通死傷事故発生件数の減少

③医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（鹿児島市立病院）への救急搬送の支援及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

④生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

鹿児島市をはじめとする鹿児島商工会議所や鹿児島経済同友会等で構成される①鹿児島東西・南北幹線

道路建設促進期成会（会長:鹿児島市長 、鹿児島県議会議員で構成される②鹿児島県議会国道10号整備促）

進議員連盟により早期整備の要望を受けている （①平成27年6月、②平成27年11月）。

県の意見：

「対応方針（原案 」案の「継続」については、異存ありません。）

国道１０号は、鹿児島市と霧島市等を結ぶ幹線道路であり、産業・観光の振興や地域の発展に寄与する

重要な道路と認識しています。

本事業により、交通混雑の緩和、交通安全性の向上等が図られることから、事業が着実に実施できるよ

う、所要の予算の確保をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は横這い。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は横這い。国道10号現道の交通量

は近年横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和50年度に事業化、用地進捗率93%、事業進捗率19%（平成27年3月末時点）

平成 5年度：祇園之洲～浜町間 延長0.9km（2/4）部分開通
ぎ お ん の す はままち

平成11年度：浜町～小川町間 延長0.3km（4/4）部分開通
はままち おがわちょう

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

・ルート変更に伴う道路構造形式の変更【約25億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



























  



 
 



  



 
 









 

  

  
 

 
   

 

  
 

  

  

   
    
  
        

 
 

 

 
 
 

 
 

 

 

  
 

 

  
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
  

 

  

 



  
  

 

  

 
 
 
 
 
 

 



 

 

  
 

 
   

 

  
 

  

  

   
    
  
        

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

  
 

 

  
 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 



 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

  
 

  

 
  

  
 

  

 
 
 
 
 
 

 



 

 

  
 

 
   

 

  
 

  

  
 

   
    
  
        

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

  
 

 

 
  

 

 
   
  

 

 
 

 

 

 

 
 

 
  

 
  

 

  

 



  
  

 

  

 
 
 
 
 
 
 

 



 
  



 

 

 

 

 

 
 

 

 







 
   
   

  
 

    
 

    





















 


